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第１ はじめに

群馬県では、県内で流通する食品の安全性を確保するため､食品衛生法に基づき､食品衛生監

視指導計画（以下、「監視指導計画」という。）を策定し､食品関係営業施設等への立入検査や食

品等の収去検査等を行っています。

平成２９年度における本計画の実施結果をとりまとめましたので、その概要を公表します。

第２ 監視指導の適用区域及び実施期間

監視指導計画のとおり実施しました。

第３ 監視指導の実施体制に関する事項

１ 監視指導実施機関等

以下の役割分担により、監視指導計画のとおり実施しました。

(1) 監視指導の実施機関とその主な役割

① 食品・生活衛生課

監視指導計画の策定及び結果の公表、食品衛生法、食品衛生条例、健康増進法、食品

表示法、景品表示法（※１）及び米トレーサビリティ法（※２）に基づく監視指導・調

査、国・都道府県等との連絡調整、営業者及び消費者を対象とした食品衛生講習会の実

施、HACCP導入型衛生管理の促進のための助言・指導等

※１：不当景品類及び不当表示防止法

※２：米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律

（食品安全推進室）

県民とのリスクコミュニケーション、国・都道府県等及び庁内関係課との連絡調整、

食品衛生に関する情報の提供、食品衛生検査施設の信頼性確保に関する業務、食品安全

基本計画の進行管理等

② 各保健福祉事務所（保健所）

食品衛生法、食品衛生条例、健康増進法、食品表示法、景品表示法及び米トレーサビ

リティ法に基づく監視指導・調査、消費者及び営業者を対象とした食品衛生講習会の実

施、HACCP導入型衛生管理の促進のための助言・指導等

③ 食肉衛生検査所

と畜場法、食鳥検査法に基づく検査及び監視指導等

２ 試験検査実施機関等

(1) 試験検査実施機関

① 衛生環境研究所：食中毒等の発生事案に係る検査、有害物質モニタリング検査、病原

微生物検査等

② 食品安全検査センター：アレルギー物質検査、放射性物質検査、遺伝子組換え食品検

査、有害物質検査、動物用医薬品検査、食品添加物検査、残

留農薬検査、微生物検査等

③ 食肉衛生検査所：動物用医薬品検査、と畜検査、食鳥検査、放射性物質検査等
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(2) 検査精度の信頼性確保

信頼性確保部門（食品・生活衛生課食品安全推進室）では、試験検査の信頼性を確保

するため、次のとおり試験検査の業務管理を実施しました。

① 内部点検の実施

試験検査が適切に実施されていることを確認するため、試験検査実施機関（3施設）

及び保健福祉事務所（10施設）の計13施設に対して定期的な内部点検を実施しました。

② 精度管理調査の実施

試験検査実施機関における内部精度管理及び第三者機関が実施する外部精度管理調査

（１０回）を実施し、検査精度の確保が図られていることを確認しました。

③ 食品衛生検査施設GLP研修会の開催

試験検査従事者・試験品採取者等の技術等の維持及び向上を図るため、

GLP（※３）研修会を開催（７８人参加）しました。

※３：GLP(Good Laboratory Practice）：食品衛生検査の精度を適切に保ち、検査

結果の信頼性を客観的・科学的に保証するための業務管理基準。

第４ 関係機関との連携に関する事項

１ 厚生労働省、消費者庁及び他の都道府県等との連携

広域的に流通する食品や広域にわたる食中毒等の調査時には、厚生労働省、消費者庁及

び他の都道府県等と連携を図り、迅速に対応しました。

２ 前橋市、高崎市との連携の確保

中核市の前橋市及び高崎市と連絡会議等を定期的に開催するとともに、広域にわたる食

中毒事例の際には、中核市を含めた緊急連絡会議を開催し、情報共有を行いました。

３ 庁内関係部局との連携

ノロウイルス及び病原性大腸菌等に対する調査では、食中毒、感染症の両面から対応が

必要なことから、感染症部局と連携して調査にあたるとともに、広域食中毒発生の際には、

緊急連絡会議等で関係部局と連携を図り、情報共有に努めました。

農薬及び放射性物質検出事案に対しては、生産部局と連携して原因究明にあたり、基準

値を超えるものが流通しないよう対応しました。

また、食品安全会議、食の安全危機管理チーム員会議及び農水産物安全連絡会議を通じ

て庁内関係部局との連携を図りました。

４ 農林水産省及び警察との連携

農林水産省と食品表示法等に基づく表示調査・指導等について随時情報交換を行うとと

もに、一層の連携強化を図るため県内の関係機関で設置する「群馬県食品表示監視協議会」

（事務局：関東農政局群馬支局）を通じて不適正表示についての情報共有等に努めました。

また、食中毒事案等に関して、群馬県警察へ情報提供を行い、連携に努めました。

第５ 食品関係営業施設等への監視指導に関する事項

食品取扱い施設等の監視指導については、業種（施設）毎に、危害の状況等を勘案し、監

視指導の重要性及び実効性等を考慮したうえで、監視指導回数をＡランク（３回以上／年）、

Ｂランク（２回以上／年）、Ｃランク（１回以上／年）、Ｄランク（適宜）の４つのランクに

分類し、監視指導を実施しました。

監視指導実施状況は、数値目標を設定したＡ～Dランクでは年間監視指導目標２１，７８

０件に対し２０，６９５件の監視指導を実施しました（目標達成率９５．０％）。【別表１参

照】

食品衛生監視員による食品取扱い施設等への監視指導（発生事案を除く）において、管理



- 3 -

運営基準や施設基準の一部に適合しない等、不適切な施設に対しては改善を指導しました。

また、重点監視事項、特別監視指導計画に係る事項については、以下のとおり監視指導を

行いました。

1 重点監視事項

(1) 食品安全対策の推進

① 食中毒未然防止対策

ノロウイルス、カンピロバクター、O157等の腸管出血性大腸菌及びサルモネラ属菌

等による食中毒未然防止を目的として、手洗いの徹底、調理従事者の健康管理、食品の

衛生的取扱い、加熱調理の必要性及び食肉の生食のリスク等について、施設の監視指導

時や衛生講習会において周知しました。

腸管出血性大腸菌O157による広域食中毒の発生を受け、「そうざい販売店（露出陳列）

の衛生管理指針」を策定、本指針に基づき、販売場所におけるリスク等について周知を

行いました。

食中毒の発生状況や予防のポイント等を掲載した「ぐんま食の安全情報」を毎月1回

発行（９,０００部／回）し、食の安全情報通信員を通じて県民へ配布しました。

また、前橋市及び（一社）群馬県食品衛生協会と共催で「楽しく学ぼうきのこ塾２０

１７」を開催し、毒きのこによる食中毒予防の啓発に努めました。

② 食品等事業者における自主衛生管理の推進及びＨＡＣＣＰによる衛生管理の普及促進

HACCPによる衛生管理の制度化を見据え、県内の食品等事業者に対してHACCPに

よる衛生管理の周知及び導入状況の把握を行いました。また、県内事業者を対象として、

ＨＡＣＣＰ基礎研修（３回、２４４名参加）及びＨＡＣＣＰステップアップ研修（１回、

３６名参加）を開催し、ＨＡＣＣＰの基礎知識を伝えるとともに、具体的なHACCPプ

ランの作成演習をとおして、HACCPによる衛生管理の普及に努めました。

③ 残留農薬等に係る食品衛生確保対策

ポジティブリスト制度に係る試験検査として、畜水産物の残留有害物質モニタリング

検査を４３４検体、生鮮野菜・果物の残留農薬検査を３３検体、食肉の残留農薬検査を

１５検体、加工食品の残留農薬検査を４２検体の計５２４検体について実施しました。

検査の結果、すべて基準に適合していることが確認されました。

④ 輸入食品対策

輸入食品対策として、県内に流通している食品について、食品添加物１４７検体、残

留農薬５８検体、その他７７検体の計２８２検体の検査を実施しました。検査の結果、

すべて基準に適合していることが確認されました。

⑤ 食物アレルギー対策

県内流通食品について、アレルギー物質検査（乳、卵）を８０検体実施しました。検

査の結果、すべて基準に適合していることが確認されました。

⑥ 放射性物質汚染食品対策

本県では、生産部局による出荷前の一次農畜水産物（食品）のモニタリング検査及び

食品・生活衛生課による流通食品の検査を計画的に実施してきました。牛の全頭検査を

含め、のべ１６，９４１検体について検査を実施し、検査結果を公表するとともに、基

準値を超えた食品の流通防止に努めてきました。

なお、県内に流通している食品については、１０２検体の検査を実施したところ、全

て基準値以下でした。
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(2) 食品表示の適正化の推進

食品表示の適正化を進めるため、食品表示法、健康増進法及び景品表示法に基づき、

総合的な観点から、監視指導、普及啓発に取り組みました。

また、県内の小売店舗において販売されている生鮮食品及び加工食品について、表示

状況の調査を実施し、不適正なものについては改善を指導しました。

・中小小売店舗表示調査

農産物直売所調査 １５施設

中小スーパーマーケット調査 １５施設

・群馬県食品の適正表示推進者育成講習会

２回開催 ２６４人受講

・食品の適正表示推進者フォローアップ講習

２回開催 ３６０人受講

・食品の適正表示推進事業所

新規登録５施設

・食品表示の真正性確認検査

袋詰め精米の品種検査 ６検体（全て適）

健康食品の成分表示値検査 ６検体（適５、不適１）

不適の１検体については、管轄自治体へ回付しました。

２ 特別監視指導計画

(1) 夏期食品一斉監視指導

平成２９年７月１日～９月４日までの間、夏期に多発する食中毒を予防するため、夏期

食品一斉監視指導を実施しました。

◆調査・監視指導：のべ３,７８１施設について実施したところ、１６施設で違反が発見さ

れたため、必要な指導を実施しました。

◆食品検査：２６４検体の食品について営業施設から収去し、試験検査を実施した結果、

違反はありませんでした。

(2) 年末年始一斉監視指導結果

平成２９年１２月１日～平成３０年１月１０日までの間、年末年始に大量に流通する食

品の衛生管理を確保するために年末年始一斉監視指導を実施しました。

◆調査・監視指導：のべ２，１２４施設について実施したところ、１５施設で違反が発見

されたため、必要な指導を実施しました。

◆食品検査：８０検体の食品について営業施設から収去検査を実施した結果、違反食品は

ありませんでした。

(3) 観光地・イベント監視指導

県内各観光地等の食品営業施設やイベント会場等で、食品事故の未然防止対策として監

視指導や衛生講習会を実施しました。

冬期のノロウイルス対策の一環として観光地の旅館・ホテル一斉監視（伊香保）、スキ

ー場監視を実施しました。

第６ 食品等の検査に関する事項

食品の安全性を確保し県民の健康保護を図るために、県内に流通する食品等について、「検

査実施計画」に基づき、食品衛生法で定めている成分規格等の検査及び関係通知等に係る検査

を行いました。【別表２参照】
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第７ 違反事実確認時の対応に関する事項

１ 収去検査の結果、違反事実を確認した場合の対応

収去検査の結果、違反を発見したものについては、直ちに原因施設に対して立入検査を

実施し、必要な措置の指示及び再発防止の指導を行うこととしています。

本年度の収去検査において、牛乳１検体及び加熱後摂取冷凍食品（凍結直前加熱）1検体

について、大腸菌群陽性が確認されたため、直ちに製造施設に対して立入検査を実施しま

した。牛乳の製造者に対しては、回収命令及び再発防止の指導等を行いましたが、加熱後

摂取冷凍食品は、出荷前で流通していなかったため、製造業者に対して文書による指導を

行いました。

また、生めん１検体から、表示に記載のない食品添加物（プロピレングリコール）が検

出されたため、表示の是正、自主回収及び再発防止について指導しました。

他自治体の収去検査により、甘納豆１検体について、基準値を超える二酸化硫黄が確認

されたため、直ちに製造施設に対して立入検査を実施し、回収命令及び再発防止の指導等

を行いました。

２ 食中毒発生時の対応

平成2９年（１月から１２月）における県内の食中毒発生数及び患者数は８件１４０人で

した（前年：５件１１３人）。食中毒事件の探知後速やかに患者及び原因施設を管轄する保

健福祉事務所は所定の調査を実施するとともに、患者便、調理従事者便、関係食品等を衛

生環境研究所で検査する等、原因の究明に努めました。

また、食中毒が発生した施設に対しては、発生後１年間に３回以上の監視指導を実施す

ることとし、衛生講習等を行い再発防止を図りました。

なお、８件の食中毒事件については、各営業者に対し、食品衛生法に基づく行政処分（営

業停止3日間もしくは調理業務停止３日間）を行いました。

表1 群馬県内における食中毒発生状況（平成２９年1月～１２月）

病因物質 事件数 患者数

ノロウイルス ３件 １００人

カンピロバクター ３件 ２２人

黄色ブドウ球菌 １件 １１人

セレウス菌 １件 ７人

計 ８件 １４０人

３ 食品の不適正表示に対する対応

平成３０年１月に県に寄せられた情報を基に、管轄の保健所が事業者に立入検査を実施

したところ、はちみつの小分け販売にあたり、原料原産地名の表示に係る違反及び内容物

を誤認させるような表示禁止に係る違反が確認されました。そのため、当該事業者に対し、

食品表示法に基づき、表示の是正、原因究明、再発防止対策の実施等について指示及び公

表を行いました。

第８ 公表に関する事項

１ 一斉監視の実施

夏期食品一斉監視指導及び年末年始食品一斉監視指導の実施について、群馬県ホームペ

ージで公表しました。

２ 試験検査結果
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試験検査実施機関（食肉衛生検査所で実施すると畜検査結果及び食鳥検査結果を除く。）

の検査結果については、県ホームページに掲載しました。

３ 食品の放射性物質検査結果

関係部局と連携し農畜水産物の放射性物質検査を行い、検査結果をその都度、報道機関

に情報提供を行うとともに県ホームページに掲載しました。

４ 違反事実等の公表

行政処分を行った場合には、その都度、報道機関へ情報提供を行うとともに県ホームペ

ージに掲載しました。

第９ 情報提供及び意見の交換（リスクコミュニケーション）等に関する事項

１ 県民とのリスクコミュニケーション

食品安全基本条例第9条の規定に基づき、リスクコミュニケーション（意見交換会）を

開催しました。（６３回、４，９３７人参加）

・県民会議（３回、１４１人参加）

・食品安全語部の会（１回、５６人参加）、地域語部の会（７回、４５１人参加）

・その他各種団体等との意見交換会（３４回、３，３０２人参加）

また、食品衛生等に関する出前講座等（１８回、１，００８人参加）に食品・生活衛

生課等の職員を講師として派遣し、食品衛生等の普及啓発に努めました。

その他、群馬県ホームページを積極的に活用し、食品衛生及び食品安全情報を掲載す

るとともに「ぐんま食の安全情報」（啓発用チラシ）を発行（１０回：Vol１３３～１４

２）し、食品衛生の情報提供に努めました。

第10 食品等事業者の自主的な衛生管理の推進に関する事項

１ 群馬県食品自主衛生管理認証制度の推進

群馬県食品自主衛生管理認証制度は、一般的衛生管理プログラムの確立に有用な制度で

あることから、講習会等を通じて制度の普及・啓発を図りました。なお、平成２９年度末

に認証されている施設は、９業種３７施設となっています。

２ 食品衛生責任者の再教育等の実施等

群馬県食品衛生法施行条例（平成12年3月23日群馬県条例第41号）に基づき営業施設

に設置される食品衛生責任者について次のとおり講習会を開催しました。

・食品衛生責任者養成講習会（受講者数：２,３９８人、開催回数：３０回）

・食品衛生責任者実務講習会（受講者数：９,８３０人、開催回数：７２回）

注）上記実績に中核市（前橋市、高崎市）分を含む。

第11 食品衛生に係る人材の育成及び資質の向上対策に関する事項

食品衛生監視員、と畜検査員及び食鳥検査員等の資質の向上を図るため、技術及び関係法令

等についての研修会を開催しました。また、国等が主催する各種研修会へも積極的に参加しま

した。

＜県が開催した研修会＞

新規食品衛生監視員等研修会／食品衛生監視員研修会／食品衛生検査施設GLP研修会／

HACCPシステムに係る食品衛生監視員養成講習会／感染症食中毒疫学研修会／

食品表示研修会

＜国等が主催する主な研修会＞
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・厚生労働省：食品安全行政講習会／食品衛生検査施設信頼性確保部門責任者等研修会／

食肉衛生技術研修会・衛生発表会／食鳥肉衛生技術研修会・発表会／HA

CCP指導者養成研修会

・消費者庁：食品表示に関する講習会／食品表示法に係る説明会

・国立保健医療科学院：食肉衛生検査研修／食品衛生危機管理研修



ラ　ン　ク
（監視件数）

対象施設数
監視目標
件数

対象施設・業種区分等 監視件数
ランク別
監視件数

監視実施
率

Ａ
（年3回以上）

5 15
・平成28年中に食中毒等で行政処分を受けた施
設

24 24 160.0%

・大量調理施設（300食／回、750食／日以上調
理する飲食店営業）

193

・次の食品製造業施設（総合衛生管理製造過程
承認施設を除く）
乳処理業 51
食肉製品製造業 46
添加物製造業 23
魚肉練り製品製造業 0
食品の冷凍又は冷蔵業（冷凍食品製造) 42
・大規模製造施設（従業員300人以上） 101
・大規模小売店舗（従業員50人以上） 344
・魚介類せり売り営業（卸売市場） 11
・総合衛生管理製造過程承認施設 17
・次の食品製造業施設（Ｂランク施設を除く）
菓子製造業 1,134
あん類製造業 24
アイスクリーム類製造業 43
食品の冷凍又は冷蔵業 38
清涼飲料水製造業 63
乳酸菌飲料製造業 12
氷雪製造業 1
豆腐製造業 59
納豆製造業 6
めん類製造業 109
そうざい製造業 291
かん詰又はびん詰食品製造業 27
食用油脂製造業 4
みそ製造業 43
醤油製造業 10
ソース類製造業 19
酒類製造業 11
乳製品製造業 42
漬物製造業 142
特別牛乳さく取処理業 0
食肉処理業（群馬県野生鳥獣衛生処理施設
登録施設を含む）

280

・飲食店営業（仕出し・弁当店：Ｂランク施設を除
く）

423

・飲食店営業（焼肉専門店） 26
・生食用食肉取扱施設
・食肉販売業（処理加工を行う施設） 624
・魚介類販売業（処理加工を行う施設） 663

・食鳥卵の選別包装施設（液卵製造施設を含む） 3

・特定給食施設（学校給食施設等、100食／回以
上又は250食／日以上調理する施設）

333

・と畜場 929
・大規模食鳥処理場 515
・認定小規模食鳥処理場 0

小　　計 6,675 7,097 6,726 6,726 94.8%

Ｄ
（対象施設数
の１／２以

29,366 14,683 ・Ａ～Ｃランク以外の施設 13,969 13,969 95.1%

合　　計 36,041 21,780 20,695 20,695 95.0%

6,258 5,891

※Ａランク施設の監視実績は、当該施設の行政処分の期限が満了した日又は措置命令を履行した日の翌日以降１年間の監視実
績を示す。

別表１　　　　　　　　　　　　平成２９年度　食品関係営業施設の監視指導実施状況

94.1%

98.4%811824

6,258

B
（年2回以上）

412

Ｃ
（年1回以上）
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１　食品衛生法に基づくもの（発生事案の検査数を除く）

（１）衛生環境研究所

総数
輸入品
（再掲）

牛乳、鶏卵 23 23 0 0

23 23 0 0

（２）食品安全検査センター

総数
輸入品
（再掲）

食品添加物 各種加工食品等 361 361 147 1

生鮮野菜、果実、食肉 48 24 0

加工食品 42 34 0

動物用医薬品 食肉、養殖魚 18 18 6 0

有害汚染物質

　・放射性物質 各種加工食品等 102 0 0

　・ＰＣＢ 鶏卵、調製粉乳 8 0 0

　・水銀 魚介類 6 0 0

　・重金属 清涼飲料水 50 0 0

　・かび毒（パツリン） リンゴジュース 8 0 0

　・シアン化合物 生あん 5 0 0

　・蛍光物質 キッチンペーパー・紙ボウル 10 7 0

遺伝子組換え食品（CBH351） とうもろこし加工品 6 6 6 0

アレルギー物質

  ・卵 40 14 0

　・乳 40 1 0

成分規格検査 牛乳 25 25 0 0

769 769 239 1

細菌検査 牛乳、アイスクリーム類、冷凍食品、弁当等 521 527 1 2

衛生実態調査 調味料（香辛料、ドレッシング等） 40 40 35 -

561 567 36 2

100 82 7 -

1,430 1,418 282 3

（３）食肉衛生検査所

検査品目 目標検体数
違　反
検体数

国産食肉／牛肉、豚肉、鶏肉 385 0

385 0

◆各試験検査実施機関の合計 　

　目標検体数（ａ）＝ 1,838 検体 　　検査実施検体数（ｂ）＝1,834 検体

２　その他の法令に基づくもの
（１）食肉衛生検査所

検査品目

牛、馬、豚、山羊

鶏

動物用医薬品 393

別表２　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度　食品等検査実施状況

検査項目 検査品目 目標検体数
検査実施検体数 違　反

検体数

細
菌
検
査 小　計

90

189

検査実施検体数 違　反
検体数

目標検体数

残留有害物質（抗生物質）

合　　　　計

合　　　　計

検査項目 検査実施検体数

検査項目 検査品目

理
化
学
検
査

残留農薬

小　計

食品安全企画検査

菓子類、めん類、漬物等の加工食品
80

7,022,736

合　　　　計 393

食鳥検査法に基づく検査

目標達成率（ｂ／ａ %)＝99.8%

検査項目

と畜場法に基づく検査

検査実施検体数

548,795
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別添１ 
 

香辛料及び調味料の食中毒菌衛生実態調査 
 

１．はじめに 
 平成 27年度に本県で発生したセレウス菌による食中毒事件では、原因食品であるケバブに使用され
た自家製ソース 2種類から毒素産生性のセレウス菌が検出された。当該ソースには数種類の香辛料が使
用されていたことから、本県では平成 28年度から香辛料及び調味料の衛生実態調査を実施した。 
 なお、検査項目に海外で大規模食中毒の発生のあるサルモネラ属菌を含めた。 
 
２．調査方法 
（１）実施時期 
平成 28年度及び平成 29年度の 2年間で、計４回の試買を行い、検査を実施した。 
（２）検体数及び食品（2年間の合計） 
  ・香辛料（60検体）：バジル、パセリ、クミン、ペッパー、シナモン等 
  ・調味料（20検体）：ドレッシング、チリソース等 
（３）検査項目 
  ・一般生菌数、大腸菌群、大腸菌、セレウス菌、クロストリジウム属菌、サルモネラ属菌（※） 
   ※サルモネラ属菌は香辛料 40検体のみ実施。 
 
３．検査結果 
 ・「弁当・そうざいの衛生規範」に定められている生菌数 106/gを超えるものは香辛料 2検体のみであ
った。 
 ・大腸菌群及び大腸菌はそれぞれ香辛料の 12検体及び 1検体で検出された。 
 ・セレウス菌は、香辛料の 8%、調味料の 2%から検出された。 
 ・ウェルシュ菌を含むクロストリジウム属菌は香辛料の 45%、調味料の 15%から検出された。 
 ・サルモネラ属菌は香辛料から検出されなかった。 
 

 ※サルモネラ属菌は香辛料 40検体のみ実施。 
 

  
総

数 

生菌数 

大腸菌群 大腸菌 セレウス菌 

クロスト 

リジウム 

属菌 

サルモネラ

属菌※   106/g 以上 

香辛料 60 2 (3%) 12 (20%) 1 (2%) 5 (8%) 27 (45%) 0 (0%) 

調味料 20 0   0   0   2 (10%) 3 (15%) -   

総計 80 2 (3%) 12 (15%) 1 (1%) 7 (9%) 30 (38%) 0 (0%) 


